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1． はじめに 

現在我が国では、自然災害が多発しており、毎年

の様に各地で被害が発生している。そこで2020年2月

に立地適正化計画に関わる法改正1）を行い、災害レッ

ドゾーンへの新規立地抑制、災害イエローゾーンから

の移転促進及び防災対策を盛り込んだ「防災指針」の

作成等が定められた。しかし、津波や洪水、土砂災害

では災害が発生する頻度や、災害による被害の大きさ

が異なる。そのため、災害ハザードエリアに住む住民

の居住継続意識や影響を与えている要因にも違いがあ

ると考えられる。 

居住継続意識に関する研究として吉川ら 2）は，人口

減少地域に着目して研究を行っているが，災害ハザー

ドエリアについては考慮されていない．そこで、本研

究では災害ハザードエリアの種類の違いに応じて、居

住者の居住継続意識に影響を与える要因やその影響度

がどの様に違うのかを比較分析することを目的とする． 

2． Web アンケート調査 

 本研究では，吉川ら 2)が 2020 年 12 月に実施した

Web アンケート調査を利用し分析を行った．Web ア

ンケート調査の対象地域を表-1 に示す．質問項目とし

ては，個人属性，生活満足度，歴史，地縁に関する質

問をした後，居住意向に関して 5 件法で聞いた． 
3． 分析方法 

3.1 居住地とハザードエリアの結合 
 Web アンケート調査では，回答者に居住地が災害ハ

ザードエリアに含まれるかを直接聞いていないため，

国土交通省公表している国土数値情報における災害・

防災の項目から「土砂災害警戒区域」，「洪水浸水想定

区域」，「津波浸水想定区域」の 3 つデータと回答者の

居住地データ（町村別）から回答者が災害ハザードエ

リアに含まれるかを判定した．なお，回答者が町村内

のどこに住んでいるかまでは分からないため，その町

村内にハザードエリアが少しでも含まれる場合に対し，

ハザードエリアを含むと判定した．各ハザードエリア

のサンプル数を表-2に示す． 

 

表-1 Web アンケート調査の対象地域 
愛知県 蟹江町(52),小牧市(103),瀬戸市(103),扶桑町(42),武豊町

(52),知立市(62),長久手市(83),東海市(93),尾張旭市(103),

豊明市(93),設楽町(6),東栄町(5),豊根村(3),北名古屋市

(62) 

岐阜県 岐南町(42),白川村(2),中津川市(62),飛騨市(51) 

三重県 東員町(47),熊野市(26),川越町(42),朝日町(21),南伊勢町

(21),尾鷲市(37) 

山梨県 甲斐市(98),上野原市(43),南アルプス市(93),山中湖村(11),

道志村(4),忍野村(6) 

静岡県 伊東市(93),御殿場市(52) 

石川県 加賀市(31),津幡町(62) 

長野県 阿智村(11),阿南町(7),下條村(10),喬木村(11),高森町(21),

根羽村(3),松川町(33),泰阜村(2),大鹿村(1),天龍村(3),売

木村(1),平谷村(1),原村(11),飯田市(89), 

富山県 黒部市(52) 

新潟県 湯沢町(16) 

福井県 鯖江町(103) 

表-2 ハザードエリア別サンプル数 
土砂災害警戒区域 737 

洪水浸水想定区域 684 

津波浸水想定区域 192 

その他(ノンハザード)地域 801 

 

3.2 因子分析・共分散構造分析 
 Web アンケート調査の回答で得られたものを観測変

数として，観測変数の背後に潜む因子を抽出するため

にハザードエリア別に因子分析を行った．その際にス

クリープロットの観測を因子数 8と定めた．各因子に

対する因子負荷量の大きさを考慮し，8 つの因子をそ

れぞれ個人属性，通勤通学，利便性，快適性・安心・

安全，地縁，歴史・慣習，地域コミュニティ，居住意

向と名付けた．  
因子分析の結果から，災害の種類によって居住継続

意識に与える要因の違いを明らかにするためにハザー

ドエリアの種類毎に共分散構造分析を行った． 
4． 分析結果 

 土砂災害警戒区域における，共分散構造分析のパス

図を図-1に示す．居住意向へのパス係数のうち，地縁

に対する評価のパス係数 0.744で最も大きい値となっ

た．これは，他の地域と比較しても大きい値となった．

また，歴史に対する評価から居住意向に対する評価は

パス係数が負の値を示した．  

洪水浸水想定区域における，共分散構造分析のパス
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図を図-2に示す．居住意向へのパス係数のうち地縁に

対する評価のパス係数が 0.262で最も大きい値となり，

居住意向へ最も影響を与えている要因であると分かっ

た．また他の地域と比較すると洪水浸水想定区域のみ，

地域コミュニティに対する評価が居住意向へ影響を与

えていることが p 値 0.01 未満であるため統計的に有

意であることが分かった．  

 津波浸水想定警戒区域における，共分散構造分析の

パス図を図-3 に示す．居住意向へのパス係数のうち，

快適性・安心・安全に対する評価のパス係数が 0.427

で最も大きい値となり，居住意向へ最も影響を与えて

いることが分かった．また，利便性に対する評価のパ

ス係数も大きいため，生活の質が居住意向に大きく影

響を与えていることが分かった．  

ハザードエリアを含まない地域における，共分散構造

分析のパス図を図-4 に示す． 居住意向へのパス係数

のうち利便性に対する評価のパス係数が 0.207で最も

大きい値となり居住意向へ最も影響を与えているとこ

とが分かった． 

5． 結論と考察 

 土砂災害警戒区域では，居住意向に地縁の影響が大

きいため移転は難しいと考えられる．また，歴史・慣

習は居住意向に負の影響を与えており，地域の慣習や

伝統工芸品をわずらわしく感じていることが考えられ

る．洪水浸水想区域では，他の地域に比べ人口密度が

高い地域であるため，近所付き合いなど地域コミュニ

ティが形成されることが多く居住意向に影響があるの

ではないかと考えられる．津波浸水想定区域では，生

活の質が居住意向へ大きな影響を与えているため，こ

れらがさらに充実している地域への移転施策が有効で

あると考えられる．ハザードエリアを含まない地域で

は，地縁や地域コミュニティよりも，利便性の影響を

大きく受けることが分かった． 
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図-1 土砂災害区域のパス図 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-2 洪水浸水想定警戒区域のパス図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図-3 津波浸水想定警戒区域のパス図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-4 ハザードエリアを含まない地域のパス図 
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